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であることから，現行の
業務威力業務妨害罪や名誉毀損罪等で対処され
た。つまり，特定の個人に対するものは勿論で
あるが，特定の団体に対するヘイトスピーチ
は，現行法で対処可能である。また，新大久保
で起きた在日コリアンに対する人種差別的デモ
では，確かに特定の団体をターゲットにしたも
のではないが，これに反対するデモが展開する
など，表現の自由が想定する対抗言論が機能し
ていることを示している。著者によれば，ヘイ
トスピーチを規制するか否かは，民主政の過程
により議論されるべきものであるが，その際に
我々は異なる性格のものを「ヘイトスピーチ」
として一緒くたにするべきではない。そうでな
ければ生産的な議論はできないであろう。自由
とレイシズムの両立を目指すならば，きめ細や
かなバランスの取り方を模索すべきである。本
書は，分析が一面的な部分もあるが，豊富な実
例とその分析から読書に模索のための多くのも
のを提供していると言えよう。
（エリック・ブライシュ著，明戸隆浩・池田和弘・
河村賢・小宮友根・鶴見太郎・山本武秀訳『ヘ
イトスピーチ―表現の自由はどこまで認めら
れるか』明石書店，2014年２月，349頁，2,800
円＋税）
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